
令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 127 協働によるまちづくり推進事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 市民が参画し、ともに支え合う協働のまちづくり

の位置
基本事業 市民の参画と協働によるまちづくり

主管課名 協働推進課 課長名 山田　浩昭
この事務事業の開始時期 平成１３年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市自治基本条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

協働によるまちづくり推進と職員の意識改革を目的と 本市ではこれまで地域における住民サービスは、行政
した職員研修の実施する。ＮＰＯ･協働相談窓口を設 と行政区が中心であった。
置し、市民活動の活性化と行政の協働の推進を図る。 近年、ＮＰＯ、地域住民、コミュニティ組織について
市民活動サポートセンターの運営を通して、市民活動 も、それぞれの分野での活動展開が見られるようにな
の活性化と協働のパートナーの育成を図る。市民活動 ってきており、ＮＰＯと行政が相互に連携を模索し補
団体

令

等が地域課題の解決に

和

向け主体的及び自発的

 

に取 完しあう関係の中

3

で「協働」によるまち

年

づくりを進め
り組む公

度

益活動を支援すること

（

を目的にがんばる地域

2

ることは、将来に向け

年

て大きな意義を持って

度

きている
応援補助金を

実

交付する。 。
「ＳＤＧ

施

ｓの取り組み：17」

分

持続可能な協働事業の

）

実施に向け、ワークシ

事

ョップや職員を対象に

務

研修会を開催す
R2年

事

度に実施した具体的な

業

るとともに、市民活動

目

団体の活動を支援する

的

がんばる地域応援補助

評

金の制度を拡充
事業の

価

方法、手順、指標に対

表

す し、地域課題解決に

様

向けた公益活動の支援

式

を実施した。
る成果等

1

事務事業を取り巻く状

-

況は過去と比べ変化し

1

ているか (1)活動指

記

標（事務事業の活動量

入

を表す指標）

みよし市

日

自治基本条例に基づき

令

、現在事業を実施して

和

おり 名称 単位
、現状の

0

まま継続して実施 ① 協

3

働によるまちづくり職

年

員研修開催数 回
変 化

1

②
内 容

対象(この事

2

業の対象、範囲となる

月

人、物) (2)対象指

0

標（対象の大きさを表

7

す指標）

ＮＰＯ団体及

日

び協働に関わる人 名称

１

単位
 ① ＮＰＯ団体数

事

団体
②

目的(この事業

務

によって上記対象をど

事

のような状態にしたい

業

のか) (3)成果指標

の

（目的の達成度を示す

現

指標）

住民との協働、

状

住民の参画を得る中で

　

まちづくりの推進をす

Ｐ

る 名称 単位
① ＮＰＯか

Ｌ

らの協働事業の提案数

Ａ

件
②

結果(上位基本事

Ｎ

業の意図) (4)結果

及

の成果指標（上位基本

び

事業の成果指標）

住民

Ｄ

との協働、住民参加に

Ｏ

よりまちづくりを推進

事

する。 名称 単位
① サポ

務

ートセンター登録団体

事

数 団体
② ＮＰＯ団体と

業

の協働で行う事業 件

事

名

務事業の各種指標の実

N

績と見込及び目標

H3

o

1年度 R2年度 R2年

.

度 R3年度 R4年度 R

1

5年度 R6年度
指標 

2

＼ 年度 単位
実績値 計

7

画値 実績値 計画値 目標

協

値 目標値 目標値
(1)

働

の ① 回 2 2 1 1 1 1 1

に

活動指標 ②
(2)の ①

よ

団体 10 17 10 17

る

17 17 17
対象指標

ま

②
(3)の ① 件 3 3 4

ち

3 3 3 3
成果指標 ②

(

づ

4)の結果の ① 団体 5

く

2 65 50 50 55 6

り

0 61
成果指標 ② 件 2

推

2 23 19 23 23 2

進

3 23
予算費目 会計 0

事

1 一般会計 款 02 項

業

01 目 16

コスト 年度

政

H31年度 R2年度 R

策

2年度 R3年度 R4年

こ

度 R5年度 R6年度
実

の

績値 計画値 実績値 計画

事

値 目標値 目標値 目標値

務

事業費(決算又は予算

事

額)Ａ 単位 4,426

業

3,444 3,211

施

4,064 4,220

策

4,457 4,402

の

財
源
内
訳

 国庫支出金

位

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

置

県支出金 千円 0 0 0 0

基

0 0 0
 地方債 千円 0

本

0 0 0 0 0 0
 その他

事

千円 135 100 90

業

100 100 100 1

主

00
 一般財源 千円 4

管

,291 3,344 3

課

,121 3,964 4

名

,120 4,357 4

課

,302
人件費Ｂ 千円

長

4,796.2 4,3

名

76.2 4,434 4

こ

,766 4,766 4

の

,766 4,766
正

事

職員従事時間×人数 時

務

間×人 282× 5 32

事

2× 4 325× 4 28

業

0× 5 280× 5 28

の

0× 5 280× 5
正職

開

員以外の人件費 千円 1

始

15 100 118 11

時

8 118 118 118

期

その他の費用Ｃ 千円 4

事

97 652 400 40

務

0 400 400 400

区

トータルコストA+B

分

+C 千円 9,719.

法

2 8,472.2 8,

定

045 9,230 9,

受

386 9,623 9,

託

568
単位あたりコス

事

ト ① 千円/団体 971

務

.9 498.4 804

自

.5 542.9 552

治

.1 566.1 562

事

.8
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

務

/(2)の対象指標）

こ

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

の

0

1

事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

との協働、住民参加に

業

よりまちづくりを推進

名

する、という目的に
事

N

業進展等による環境変

o

化 □ ある
変化はないた

.

め。
に伴い、目的を見

1

直す（目
その理由

的の

2

追加・拡充又は絞込）

7

必要はありませんか？

協

■ ない

有
効
性

市民の市

働

政に参画する機運を高

に

めるため、市民が希望

よ

する施策をあらかじめ

る

決
今以上に事業の成果

ま

を向上
定し、その施策

ち

に必要な財源を市民参

づ

加による取組みで確保

く

する事業を実施す
させ

り

る方法を記入して下さ

推

ることを検討する。
い

進

。 内　容
※(3)の成

事

果指標を向上させる

　

業

ことはできますか？

計

２

画どおり達成した
目的

評

達成状況 内　容

■民間

価

への一部委託 □民間へ

　

の全部委託
市関与の必

Ｃ

要性 □指定管理 □補助

Ｈ

金・負担金助成 □市の

Ｅ

直営
内　容

　（実施手

Ｃ

法） 職員研修やＮＰＯ

Ｋ

からの協働事業の提案

目

を業務委託している。

的

効
率
性

市民の協力によ

妥

り事業費削減が可能と

当

なる事務事業と連携す

性

ることで、市民の
事務

こ

事業の統廃合により、

の

更なる市政への参画を

事

促進するとともに、当

業

該事業の更なる成果の

の

向上を図る
事業の効率

必

化を図り、成果
内　容

要

。
を向上させる方法を

性

記入し

て下さい。

現行

は

の事務事業の進め方が

薄

適切であると考える。

れ

現状より事業費・人件

て

費を

削減する方法を記

得

入して下

さい。（仕様

ら

の変更、外部 内　容
委

れ

託、従事時間の削減等

て

は

できないか？)

公
平

い

性

協働によるまちづく

る

りの推進のため、現状

い

におけ
■ ある ■ 現状で

ま

適正
受益者負担はあり

せ

ますか？ る受益者負担

ん

の考え方が適切である

か

ため。
また、受益者負

。

担割合は適 □ ない □ 検

十

討が必要 内　容
正です

分

か？
□ 受益者がいない

な

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

成

Ｉ
Ｏ
Ｎ

行政とＮＰＯが

果

対等の立場で、お互 職

が

員研修を継続して実施

理

し、協働に
事業実施上

　

の課題、住 いの活動す

由

る領域において協働の

得

手 関する共通認識を育

ら

む。ＮＰＯや協
民・議

れ

会等からの意見 意　見

て

法を取り入れた行政運

い

営を行う必要 対応策 働

ま

に関する相談窓口を設

す

置し、市民
と対応策 が

か

ある。市民のまちづく

？

りに対する 活動を行う

得

ための環境を整備する

ら

。
意識改革を進める必

れ

要がある。
職員対象の

て

研修を実施及びがんば

い

る 継続事業に加え、地

な

域における協働
R3年

い

度の事業計画は前 変　

事

更
地域応援補助金を交

業

付し、地域課題 事業を

進

推進できる人材の育成

展

に向け
年度から変更・

等

追加は 前年度 ・
解決に

に

向けた公益活動の支援

よ

を行う た取り組みを検

る

討する。
あるか 追　加

環

。

今後の事業・コスト

境

・成果の方向性 今後の

変

事業の方向性、改革・

化

改善案
※今年度からの

あ

具体的な事業の進め方

る

、手段の見直し等、各

に

方向性の内容

　　　　

伴

　　　　　□　拡大 本

い

市の特色や地域性を生

、

かした活力ある地域社

対

会の構
　　　　　　　

象

　　■　改善 築を考え

を

るとき、ＮＰＯと行政

見

が互いに尊重し対等の

直

　　　　　　　　　□

す

　現状維持 立場でまち

（

づくりに取り組むこと

拡

は多くの可能性を含
　

そ

　　　　　　　　□　

の

縮小 んでいる。
　　　

理

　　　　　　□　統合

由

今後は職員のスキルア

大

ップとともに、市民側

・

の意識改
　　　　　　

縮

　　　□　完了 革を、

小

ＮＰＯが主体となって

）

運営する市民活動サポ

必

ー
　　　　　　　　　

要

□　廃止・休止 トセン

は

ター事業を通して実施

あ

していけるよう検討す

り

る
コストの方向性 。
　

ま

　　　　　　　　→　

せ

維持
成果の方向性
　　

な

　　　　　　　↑　増

い

加

2

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 127 協働によるまちづくり推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

自治基本条例に基づく基幹事業であるため。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

ＮＰＯ法人の団体数の推移によっては、ＮＰＯ法人の基礎となる市民
事業進展

様

等による環境変化
■ あ

式

る 活動団体を対象とす

1

ることも検討する必要

-

がある。
に伴い、対象

2

を見直す（拡
その理由

事

大・縮小）必要はあり

務

ませ
□ ない

んか？

住民


